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米中通商交渉第一段階合意の目標達成は困難
～　新型コロナウイルスの流行が新たな障害に　～

【ご照会先】調査部 研究員 橘高史尚（kittaka.fuminao@jri.co.jp , 03-6833-8798）

本資料は、情報提供を目的に作成されたものであり、何らかの取引を誘引することを目的としたものではありません。本資料は、作成日時点で弊社が一般に信頼出来ると思われる資料に基
づいて作成されたものですが、情報の正確性・完全性を保証するものではありません。また、情報の内容は、経済情勢等の変化により変更されることがありますので、ご了承ください。

https://www.jri.co.jp 

（１）１月15日、米中は通商交渉の第一段階合意文書に署名。その骨子は、米国は対中関税第４弾の税
率を引き下げる一方、中国は対米財・サービス輸入を大幅に拡大（図表１）。米国の輸出拡大に
は数値目標が設定されており、その規模は、2020年が19年対比約900億ドル増（ＧＤＰ比0.4％、
19年の財・サービス輸出は日本総研見通し）、21年が20年対比466億ドル増（同0.2％）。

（２）もっとも、米国の対中輸出の拡大については、供給・需要両面で懸念が存在。まず、米国の供給
力をみると、18年半ば以降、設備稼働率の低下が続くなど、ある程度の生産・輸出の拡大余地は
あるものの、歴史的な人手不足が機動的な生産拡大の制約要因に（図表２）。

（３）需要面では、中国経済の減速が懸念材料。過剰債務問題や米国の既往対中関税が景気の重しと
なっているほか、新型コロナウイルスの流行が新たな障害に。流行終息に向け、中国政府が対策
を講じているものの、家計消費や企業活動の一時的な停滞は避けられず（図表３）。
また、米国への中国人観光客の減少を受け、米国のサービス輸出に計上されるインバウンド消費
が減速する恐れ。2003年のＳＡＲＳ流行時と同様に、中国人観光客が３割減少すれば、インバウ
ンド消費が約100億ドル縮小する公算（図表４）。第一段階合意に基づくと、20年のサービス輸
出は19年に比べ50億ドル程度増やす必要があるものの、目標とは裏腹に前年割れとなる可能性も。

（４）以上を踏まえ、米国の対中輸出の先行きを展望すると、第一段階合意の数値目標の達成はもとよ
り困難であり、新型コロナウイルスの流行が長期化すれば、大幅な目標未達となる恐れ。
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（図表１）米国の中国向け財・サービス輸出の見通し
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（資料）USTR、The White Houseを基に日本総研作成

（注）合意による輸出増加分を2019年GDP比でみると、20年が0.4％

ポイント、21年が0.2％ポイント。
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（図表２）設備稼働率と失業率
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（図表３）中国の実質ＧＤＰ成長率（前年比）
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（資料）国家統計局「国民経済計算」を基に日本総研作成
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（注）インバウンド消費には、留学費用などを含む。

（図表４）訪米中国人数とインバウンド消費（前年比）
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